
〇障害児者福祉サービス全てのサービスにおいて加算率が変更されます。

〇「短期入所」はこれまで本体施設の加算率が適用されていましたが、新たに「短期入所」として加算

　率が設定されます。

〇障害者支援施設が行う日中活動系サービスは施設入所の加算率が適用されていましたが、障害者

　支援施設が行う日中活動系サービスごとに加算率が設定されます。

　 〇「共生型事業所」及び「基準該当事業所」に従事する福祉・介護職員も対象であることが明記されました。

〇「障害福祉サービス経験者（障害児通所支援事業で配置される職種）」は人員基準の見直しにより廃止され

　ることを受け、２年の経過措置を経て、令和５年４月以降は対象外の職種となります。

〇処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）及び特別加算が廃止されます。

　ただし、令和３年３月３１日時点で同加算区分を算定している事業所に限り、令和４年３月３１日までは

　算定可能です。

特別加算

対象を福祉・介
護職員に限定せ
ず、キャリアパス
要件・職場環境
等要件は問わな

い

廃止

　　　以下、「福祉・介護職員処遇改善加算」を「処遇改善加算」、
　　　　　　　「福祉・介護職員処遇改善特別加算」を「特別加算」、
　　　　　　　「福祉・介護職員等特定処遇改善加算」を「特定加算」と表記します。

処遇改善加算
（Ⅰ） 処遇改善加算

（Ⅱ） 処遇改善加算
（Ⅲ） 処遇改善加算

（Ⅳ） 処遇改善加算
（Ⅴ）

処
遇
改
善
加
算
の
区
分

取
得
要
件

いずれの要件
も満たさない

①＋②＋③ ①＋② ①or② ①ｏｒ②

＋

キャリアパス要件

＋ ＋ or

職場環境等要件

（主な変更点）

１．加算率の見直し

２．処遇改善加算等の対象職種

３．処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）及び特別加算の廃止

４．特定加算に係る平均賃金改善額の配分ルールの変更

５．処遇改善加算に係る職場環境等要件の変更

６．その他

３．処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）及び特別加算の廃止

１．加算率の見直し

２．処遇改善加算等の対象職種



〇賃金改善以外の処遇改善を実施すること(→令和３年度改正あり。詳細は５．へ)

〇Ａグループ（経験・技能のある障害福祉人材）とＢグループ（他の障害福祉人材）の平均賃金改善額の配分ルール

　 について、Ａ：Ｂ＝２以上：１　→　Ａ＞Ｂに変更されます。

〇職場環境等要件の取組内容について下記に変更されます。

労働環境・処遇の改善

その他

【令和３年度】※

入職促進に向けた取組

資質の向上やキャリアアップに向けた支援

両立支援・多様な働き方の促進

腰痛を含む心身の健康管理

生産性向上のための業務改善の取組

やりがい・働きがいの構成

【令和２年度まで】

Aグループ
経験・技能の
ある障害福

祉人材

Bグループ
他の障害福

祉人材 Ｃグループ
その他の職種

資質の向上

【キャリアパス要件】

【職場環境等要件】

Aグループ
経験・技能の
ある障害福祉

人材 Ｂグループ
他の障害福

祉人材 Ｃグループ
その他の職種

【令和２年度まで】

平均賃金改善額が

①職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること

②資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること

【令和３年度】

平均賃金改善額が

Ｂ：Ｃ＝２：１以下

Ａ：Ｂ：Ｃ＝２以上：１：0.5以下 Ａ＞Ｂ

③経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けること

※上記の要件全てに、就業規則等の明確な書面での整備、全ての福祉・介護職員等への周知を含みます。

４．特定加算に係る平均賃金改善額の配分ルールの変更

５．処遇改善加算に係る職場環境等要件の変更

A・B間のルール緩

和により、Cを従来よ

り高く設定することが

可能に



※特定加算取得にあたっては、６つの区分のうち３つ区分を選択し、それぞれの区分で１つ以上の取組を

　行うことが要件です。

〇職場環境等要件に基づく取組の実施時期→当該年度中に実施する取組へ変更

※前年度から継続して処遇改善加算等を算定する事業所において、届出に係る計画の期間中に実施

　できない合理的理由がある場合、例外的に前年度の取組実績をもって要件を満たすことが可能です。

〇特定加算の「見える化要件」については、障害福祉サービス等情報公表システムの改修が予定されている

　ため、令和３年度及び令和４年度においては算定要件とはされません。

　ただし、令和２年度における特定加算は「見える化要件」が算定要件であるので留意すること。

〇処遇改善加算等の見込額の計算において、「報酬総単位数×単価÷１２」という表記から、支払明細書に

　基づく「報酬総額÷１２」という表記に変更されます（見込額計算の考え方は変更されていません。）。

〇特定加算に係る「職員分類の変更特例の例示」において、例示項目が追加されています。

【令和２年度まで】 【令和３年度】

処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ）…H27.4以降
処遇改善加算（Ⅲ）（Ⅳ）…H20.10以降

職場環境等要件に基づく取組の実施時期 職場環境等要件に基づく取組の実施時期

当該年度中（令和３年度の届出において
は令和３年度に実施する取組）

６．その他


